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【法務委員会】 

○裁判所職員定員法の一部を改正する法律案（内閣提出第12号）要旨 

本案は、近年の事件動向及び判事補の充員状況を踏まえ、判事補の員数を減

少するとともに、裁判所の事務を合理化し、及び効率化することに伴い、裁判

官以外の裁判所の職員の員数を減少しようとするもので、その内容は次のとお

りである。 

一 判事補の員数を40人減少すること。 

二 裁判官以外の裁判所の職員の員数を26人減少すること。 

三 この法律は、令和４年４月１日又はこの法律の公布の日のいずれか遅い日

から施行すること。 

（附帯決議） 

政府及び最高裁判所は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮

をすべきである。 

一 民事訴訟手続の審理期間及び合議率の目標を達成するため、審理期間が長

期化している近年の状況を検証し、審理の運用手法、制度の改善等に取り組

むとともに、産業の高度化や国際化に対応できるよう裁判官の能力及び職責

の重さの自覚の一層の向上に努めること。 

二 裁判所職員定員法の改正を行う場合には、引き続き、判事補から判事に任

命されることが見込まれる者の概数と判事の欠員見込みの概数を明らかにし、

その定員が適正であることを明確にすること。 

三 平成25年３月26日、平成28年３月18日、平成29年３月31日、令和２年４月

３日及び令和３年３月12日の当委員会における各附帯決議等を踏まえ、最高

裁判所において、引き続き、判事補の定員の充足に努めるとともに、判事補

の定員の在り方について、現実的な実員の増減見通しも踏まえて更なる削減

等も含め検討していくこと。 

四 現在の法曹養成制度の下で法曹志望者の数について顕著な改善傾向が見ら

れないことを踏まえ、そのことが法曹の質や判事補任官者数に及ぼす影響に

つき引き続き必要な分析を行い、その結果を国会に示すとともに、同制度や

法改正の趣旨を踏まえた更なる法曹養成機能の向上、法曹志望者の増加等に

向けた取組をより一層進めること。 

五 司法制度に対する信頼確保のため、訟務分野において国の指定代理人とし

て活動する裁判官出身の検事の数の縮小を含む必要な取組を進めること。 

六 裁判手続等のデジタル化の進捗状況を踏まえ、合理化・効率化が可能な事
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務と注力すべき事務をそれぞれ考慮した上で適切な人員配置を行うよう努め

るとともに、裁判官以外の裁判所職員の労働時間を把握し、適切な労働環境

を整えること。 

 

○裁判官の育児休業に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第13号）

要旨 

本案は、裁判官について育児休業の取得回数の制限を緩和しようとするもの

で、その内容は次のとおりである。 

一 裁判官が同一の子について育児休業をすることができる回数（当該子の出

生の日から裁判官が産後の休業をすることができる期間を考慮して最高裁判

所規則で定める期間内に、裁判官（当該期間内に当該子の出産により産後の

休業をした裁判官を除く。）が当該子についてした最初の育児休業及び２回

目の育児休業に係るものを除く。）を、最高裁判所規則で定める特別の事情

がある場合を除き、２回以内とすること。 

二 この法律は、公布の日から起算して９月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行すること。 

 

○民事訴訟法等の一部を改正する法律案（内閣提出第54号）要旨 

本案は、民事訴訟手続等の一層の迅速化及び効率化等を図り、民事裁判を国

民がより利用しやすいものとする観点から、電子情報処理組織を使用して行う

ことができる申立て等の範囲の拡大、申立て等に係る書面及び判決書等を電子

化する規定並びに映像と音声の送受信による口頭弁論の手続を行うことを可能

とする規定の整備、当事者の申出により一定の事件について一定の期間内に審

理を終えて判決を行う手続の創設、訴えの提起の手数料等に係る納付方法の見

直し等の措置を講ずるとともに、離婚の訴えに係る訴訟等において映像と音声

の送受信による手続で和解の成立等を可能とする規定を整備するほか、犯罪被

害者等の権利利益の一層の保護を図るため、民事関係手続において犯罪被害者

等の氏名等の情報を秘匿する制度を創設しようとするもので、その主な内容は

次のとおりである。 

一 民事訴訟法の一部改正 

１ 電子情報処理組織を使用して行うことができる申立ての範囲を拡大する

とともに、弁護士等による申立てについては、原則として電子情報処理組

織を使用する方法に限定すること。 
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２ 申立て等に係る書面の電子化に係る規定及び訴訟記録のうち電磁的記録

に係る部分の閲覧等の規定を整備するとともに、判決書等を電磁的記録と

して作成しなければならない旨の規定を新設すること。 

３ 電子情報処理組織を使用する方法による電磁的記録の送達の制度を創設

すること。 

４ 映像と音声の送受信による通話の方法により口頭弁論期日における手続

を行うことを可能とする規定を整備すること。 

５ 当事者双方の申出等により、消費者契約に関する訴え等を除いた事件に

ついて手続が開始した期日から６月以内に審理を終え、審理の終結から１

月以内に判決の言渡しをする手続を創設すること。 

６ 犯罪被害者等の氏名等が手続の相手方に知られることにより社会生活を

営むのに著しい支障が生ずるおそれがあるときに、これを相手方に秘匿す

ることができる制度を創設すること。 

二 民事訴訟費用等に関する法律の一部改正 

訴えの提起の手数料等について、原則として現金で納めるものとする規定

を設けるなどとすること。 

三 人事訴訟法及び家事事件手続法の一部改正 

離婚等の訴えに係る訴訟又は離婚等についての調停において、映像と音声

の送受信による通話の方法により手続を行う期日においても和解の成立等を

可能とする規定を整備すること。 

四 施行期日 

この法律は、原則として、公布の日から起算して４年を超えない範囲内に

おいて政令で定める日から施行すること。 

（附帯決議） 

政府及び最高裁判所は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮

をすべきである。 

一 本法施行後において、訴訟手続の電子化が速やかに行われ、適切な裁判が

実施されるよう環境整備及び事務負担の軽減に努めること。 

二 訴訟手続の電子化を円滑に進めることが利用者の利益になるという観点か

ら、施行後５年を経過した場合における検討に当たっては、改正法の施行状

況や施行後の情報通信技術の進展等の社会経済情勢を踏まえつつ、電子情報

処理組織による申立て等の利用を拡大・促進するための方策について検討す

ること。 
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三 訴訟代理人に委任しない者が電子情報処理組織による申立て等を容易に利

用できるよう、関係機関及び日本弁護士連合会・日本司法書士会連合会等と

連携し、必要に応じて弁護士・司法書士等による支援を受けられる環境整備

に努めること。 

四 訴訟手続は国民の権利関係の得喪に深くかかわり、その電子化は重大な事

柄であるから、制度の円滑な施行を実現し、その利用を促進するため、関係

機関及び日本弁護士連合会・日本司法書士会連合会等と連携して、制度の周

知を十分に図ること。 

五 裁判所の電子情報処理組織を構築するに当たっては、サイバー攻撃などで

訴訟記録が流出して訴訟関係者のプライバシー侵害が起こらないよう、適切

なセキュリティ水準を確保するとともに、誰でも分かりやすく使いやすいも

のとするよう努めること。 

六 訴訟記録を電子化するに当たり、事件記録の保存期間を広げるとともに、

判決書については、国民が調査や分析しやすいものとなるよう努めること。 

七 ウェブ会議の方法による証人尋問等については、心証形成が法廷で対面し

て行われるものとは異なる場合もあることを踏まえ、裁判所における相当性

の判断が適切に行われるよう法制度の趣旨について周知すること。 

八 口頭弁論等における当事者等のウェブ会議による参加については、当事者

や証人へのなりすましを防止すること及び第三者からの不当な影響を排除す

ること並びにウェブ会議の録音・録画を防止することを確保できるよう努め

ること。 

九 訴えの提起の手数料の在り方について、本法施行後における裁判手続の事

務処理の実態等のほか、訴える側の資力により、適正な訴額の請求を断念せ

ざるを得ない状況があるとの指摘も踏まえつつ、負担の公平の見地から、必

要な検討を行うこと。 

十 訴訟手続の電子化を速やかに実現させるため、裁判所の必要な人的態勢の

整備及び予算の確保に努めること。 

十一 民事訴訟手続を利用する障害者に対する手続上の配慮の在り方について、

本法施行後の制度の運用状況及び障害者の意見も踏まえて、障害者のアクセ

スの向上に資する法整備の要否も含めて検討し、必要な措置を講じること。 

十二 附則第126条の規定による検討については、改正法の施行状況や施行後

の情報通信技術の進展等を踏まえて、適時に行うこと。 
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○刑法等の一部を改正する法律案（内閣提出第57号）要旨 

本案は、刑事施設における受刑者の処遇及び執行猶予制度等のより一層の充

実を図るため、懲役及び禁錮を廃止して拘禁刑を創設し、その処遇内容等を定

めるとともに、執行猶予の言渡しをすることができる対象者の拡大等の措置を

講じ、並びに罪を犯した者に対する刑事施設等の施設内及び社会内における処

遇の充実を図るための規定の整備を行うほか、近年における公然と人を侮辱す

る犯罪の実情等に鑑み、侮辱罪の法定刑を引き上げようとするもので、その主

な内容は次のとおりである。 

一 罪を犯した者の施設内・社会内処遇のより一層の充実 

１ 懲役及び禁錮を廃止し、これらに代わるものとして、拘禁刑を創設し、

拘禁刑は、刑事施設に拘置し、拘禁刑に処せられた者には、改善更生を図

るため、必要な作業を行わせ、又は必要な指導を行うことができることと

すること。 

２ 執行猶予制度の拡充 

㈠ 再度の刑の全部の執行猶予の言渡しが可能な宣告刑の上限を１年から

２年に引き上げるなど、対象者の範囲を拡大すること。 

㈡ 刑の執行猶予の期間内に更に犯した罪について公訴の提起がなされて

いる場合には、当該罪についての有罪判決の確定が猶予の期間の経過後

となったときにおいても、猶予された当初の刑を執行することができる

こととすること。 

３ 施設内・社会内処遇に関する規定の整備 

㈠ 受刑者ごとに定めるものとされている処遇要領は、できる限り速やか

に、矯正処遇の目標並びに作業・指導ごとの内容及び方法をできる限り

具体的に記載して定めることとすること。 

㈡ 再び保護観察付執行猶予を言い渡された者について、少年鑑別所によ

る鑑別を行うなどして再犯の要因を的確に把握し保護観察を実施するこ

ととすること。 

㈢ 受刑者・保護観察対象者等について、刑事施設の長等による被害者等

から聴取した心情等を踏まえた指導等に関する規定を整備すること。 

二 侮辱罪の法定刑の引上げ 

侮辱罪の法定刑を「拘留又は科料」から「１年以下の懲役若しくは禁錮若

しくは30万円以下の罰金又は拘留若しくは科料」に引き上げること。 

三 施行期日 
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この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して３年を超えない範

囲内において政令で定める日から施行すること。ただし、二は、公布の日か

ら起算して20日を経過した日から施行すること。 

（修正要旨） 

政府は、侮辱罪の法定刑引上げの規定の施行後３年を経過したときは、法定

刑引上げ後の侮辱罪の規定の施行の状況について、当該規定がインターネット

上の誹
ひ

謗
ぼう

中傷に適切に対処することができているかどうか、表現の自由その他

の自由に対する不当な制約になっていないかどうか等の観点から外部有識者を

交えて検証を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする旨の規

定を追加すること。 

（附帯決議） 

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 インターネット上の誹
ひ

謗
ぼう

中傷による被害が多数発生し人権を著しく侵害す

る等の問題が深刻化している現状を踏まえ、インターネット上の誹謗中傷の

防止及び誹謗中傷による被害が生じた場合の迅速かつ確実な救済を図るため

の施策を総合的に推進すること。 

二 前項の施策を推進するに当たっては、インターネット上の匿名での誹謗中

傷による侮辱罪に関し、被疑者の特定に係る被害者の負担を軽減すること。 

三 第一項の施策を推進するに当たって、損害賠償命令制度の対象事件を拡大

するなど簡易で迅速な損害賠償の実現に資する制度のほか、インターネット

上の誹謗中傷に係る損害賠償の在り方や裁判費用の支援など、適正な被害回

復のための方策を速やかに検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずる

こと。 

四 侮辱罪の法定刑を引き上げても処罰範囲に変更はないこと及び侮辱罪によ

る現行犯逮捕に係る制限が法定刑の引上げにより外れたとしても当該現行犯

逮捕が可能な場合は実際上は想定されないとする政府統一見解を捜査機関に

周知徹底すること。 

五 侮辱罪による私人逮捕は逮捕罪等の刑事責任が問われることや民事上の不

法行為責任を負うことがあることを前項の政府統一見解と合わせて広く国民

に周知・広報すること。 

六 本法の附則に基づく３年経過後の検討に当たっては、侮辱罪への厳正な対

処が図られることにより自由な表現活動が妨げられることのないよう、当該

罪に係る公共の利害に関する場合の特例の創設についても検討すること。 
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七 拘禁刑が創設されることにより刑務作業が減る場合があることも踏まえ、

受刑者の社会復帰の原資となる作業報奨金の水準について検討すること。 

八 本法の施行により、犯罪をした者の特性に応じた処遇を充実させて再犯防

止を図るため、拘禁刑の導入、刑の執行猶予制度の拡充、更生緊急保護の充

実化等が行われることを踏まえ、その実務に携わる矯正施設及び更生保護官

署の人的・物的体制の充実強化を図るとともに、施設内処遇と社会内処遇の

緊密な連携を強化すること。 

九 犯罪をした者に対する処遇の充実及び保護司の負担軽減を図るため、関係

機関等のデータ連携も強化しつつ、矯正行政及び保護司活動を含む更生保護

行政のデジタル化の推進・ＡＩ技術の活用により、矯正施設及び更生保護官

署における対象者のデータの収集・分析、効果的な処遇等の実施及びその効

果検証等の施策を推進すること。 

十 拘禁刑の創設を踏まえ、刑事施設における処遇調査を充実させるとともに、

必要に応じて少年鑑別所の調査機能を有効活用することで、個々の受刑者の

特性をこれまで以上に的確に把握し、その特性に応じた柔軟な処遇を推進す

ること。 

十一 満期釈放者等の再犯防止を図る上で更生保護施設が果たす役割が重要で

あることを踏まえ、更生保護施設における充実したプログラムの実施や施設

退所者等への訪問支援事業の全国展開等を図るための十分な財政的措置を講

ずること。 

十二 犯罪をした者の円滑な社会復帰を図るためには、刑事司法手続終了後を

含めた切れ目のない息の長い支援を行うことが不可欠であることに鑑み、地

方公共団体による地方再犯防止推進計画の策定や保護司活動の支援を含めた

再犯防止のための施策が一層推進されるよう、地方公共団体に対する財政的

支援を行うこと。 

 

○刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律

案（内閣提出第58号）要旨 

本案は、刑法等の一部を改正する法律の施行に伴い、関係法律の「懲役」及

び「禁錮」を「拘禁刑」に改めるなど所要の整理等を加えるとともに、所要の

経過措置を定めようとするものである。 

なお、この法律は、一部の規定を除き、刑法等の一部を改正する法律の施行

の日から施行することとしている。 


